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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エポキシ樹脂成分および光カチオン重合開始剤を含有する光導波路形成用感光性エポキ
シ樹脂組成物であって、上記エポキシ樹脂成分が、固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂を含
有する固形エポキシ樹脂のみからなり、上記エポキシ樹脂成分において、上記固形半脂肪
族二官能エポキシ樹脂を含む芳香環含有エポキシ樹脂の含有量が、上記エポキシ樹脂成分
全体の６５重量％以上であることを特徴とする光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物
。
【請求項２】
　上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂が、下記の一般式（１）で表される固形半脂肪族
二官能エポキシ樹脂である請求項１記載の光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物。
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【化１】

【請求項３】
　上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂の含有量が上記エポキシ樹脂成分中１０～６０重
量％である請求項１または２記載の光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物。
【請求項４】
　上記エポキシ樹脂成分が、上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂とともに、多官能エポ
キシ樹脂、および、上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂以外の二官能エポキシ樹脂を含
有する請求項１～３のいずれか一項に記載の光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物。
【請求項５】
　上記多官能エポキシ樹脂の含有量が上記エポキシ樹脂成分全体の４０重量％以上であり
、かつ上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂以外の二官能エポキシ樹脂の含有量が上記エ
ポキシ樹脂成分全体の５０重量％以下である請求項４記載の光導波路形成用感光性エポキ
シ樹脂組成物。
【請求項６】
　光導波路のクラッド層形成用感光性エポキシ樹脂組成物である、請求項１～５のいずれ
か一項に記載の光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物。
【請求項７】
　請求項１～５のいずれか一項に記載の光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物から得
られることを特徴とする光導波路形成用硬化性フィルム。
【請求項８】
　基材と、上記基材上に形成されたクラッド層と、上記クラッド層中に形成された、所定
パターンからなる光信号伝搬用のコア層とを備えた光導波路であって、上記クラッド層ま
たはコア層が、請求項１～５のいずれか一項に記載の光導波路形成用感光性エポキシ樹脂
組成物からなる硬化体により形成されていることを特徴とする光導波路。
【請求項９】
　請求項８記載の光導波路を備えることを特徴とする光・電気伝送用混載フレキシブルプ
リント配線板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光通信，光情報処理，その他一般光学にて広く用いられる光・電気伝送用混
載フレキシブルプリント配線板における光導波路を構成するクラッド層またはコア層等の
形成材料として用いられる光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物、光導波路形成用硬
化性フィルムおよびそれを用いた光導波路、光・電気伝送用混載フレキシブルプリント配
線板に関するものである。
【背景技術】
【０００２】



(3) JP 6830808 B2 2021.2.17

10

20

30

40

50

　従来、光・電気伝送用混載フレキシブルプリント配線板向けの光導波路形成材料（いわ
ゆる、クラッド層形成材料、コア層形成材料等）には各種感光性エポキシ樹脂組成物が用
いられている。例えば、これを用いてクラッド層やコア層をパターン形成する際には、例
えば、フォトマスクを介して紫外線（ＵＶ）照射を行なうことにより所望のクラッド層パ
ターンやコア層パターンを作製している。具体的には、光導波路形成材料として、液状の
感光性エポキシ樹脂組成物が用い、膜（層）形成した後、フォトマスクを介してＵＶ照射
することによりクラッド層やコア層を作製している。
【０００３】
　このような感光性エポキシ樹脂組成物は光硬化感度が高い一方、塗工後の表面粘着性（
タック性）の観点からＲ－ｔｏ－Ｒ(ロール・トゥ・ロール：roll-to-roll)のような連続
プロセスには適合できないという欠点を有する（すなわち、ロールに接触した際に感光性
エポキシ樹脂組成物製フィルムが破壊される）ため、生産性に乏しいという問題があった
（特許文献１）。そのため、Ｒ－ｔｏ－Ｒプロセスに適合させるために、一般的には感光
性樹脂として常温で固体を示す樹脂成分が用いられる。その際、感光性樹脂が高分子量で
あればあるほど硬化前段階のアモルファスフィルムのフレキシビリティは上がるが、その
一方でパターニング解像性が低下することとなる。逆に、感光性樹脂が低分子量のもので
あればパターニング解像性は高まるが、一方でフレキシビリティは低下することとなる。
このように、一般的にはフィルムのフレキシビリティと解像性はトレードオフの関係にあ
り問題があった。そこで、フィルムのフレキシビリティと解像性を両立する光導波路形成
材料が求められ、例えば、光導波路のクラッド層形成材料として、エポキシ基含有アクリ
ルゴム、ウレタン（メタ）アクリレート、ウレタン結合を有しない（メタ）アクリレート
を用いた樹脂組成物が提案されている（特許文献２）。
【０００４】
　ところで、光導波路のクラッド層形成材料に関しては、その使用用途に基づき、その硬
化物の諸物性として低屈折率、高透明性、高解像パターニング性、高耐熱性、波長２４８
ｎｍのレーザー加工性（ミラー加工性：クラッド層面に対して角度４５°にて波長２４８
ｎｍのレーザーを照射してミラー加工（４５°ミラー加工）を施す）といった多くの要求
特性を満たす必要がある。そのため、光導波路の製造に際しては、形成材料としてメーカ
ー各社ともに種々の原料の配合やその配合バランスをとることにより上記要求特性を満た
すための検討が行われている。
【０００５】
　前述のように、大量生産を視野に入れたＲ－ｔｏ－Ｒプロセスにおいて、一般に未硬化
フィルムをドライフィルム化する手法が用いられているが、その材料開発において未硬化
フィルムの低タック性、フレキシビリティといったドライフィルム材料としてのＲ－ｔｏ
－Ｒプロセス適合性の要求から、結果的に、材料設計の自由度を狭めることになる。しか
も、上記材料設計の自由度が狭まるということのみならず、ドライフィルムを作製する際
、ラミネート基材がドライフィルムの両面に必要となることから、省資源化およびコスト
の観点から問題となるため、材料開発においてウェットプロセスへの適合性もまた重要視
される（特許文献３）。
【０００６】
　このような技術背景を鑑みて、従来、例えば、特殊なノボラック型多官能エポキシ樹脂
を主剤にして種々の樹脂を配合することにより上記特性を満たす感光性エポキシ樹脂組成
物が開発されている（特許文献４）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００１－２８１４７５号公報
【特許文献２】特開２０１１－２７９０３号公報
【特許文献３】特開２０１０－２３０９４４号公報
【特許文献４】特開２０１１－２３７６４５号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、このような手法における未硬化樹脂の柔軟性付与では、タック性抑制の
観点から、未硬化時における柔軟性付与に効果を持つ液状樹脂の使用量が著しく限定され
ることとなる。このため、未硬化樹脂の柔軟性付与という点においては限界があり、光導
波路製造時の多くの工程を含むフォトリソグラフィーによる作製では取扱い上、未硬化樹
脂での充分な柔軟性を付与することが出来ておらず課題となっているのが実情である。
　このため、上記の光導波路としての諸物性を見たし、かつＲ－ｔｏ－Ｒプロセスにおけ
る低タック性と未硬化樹脂の柔軟性のトレードオフをさら高いレベルで両立することので
きる光導波路形成材料が望まれている。
【０００９】
　本発明は、このような事情に鑑みなされたもので、高いＲ－ｔｏ－Ｒ適合性（低タック
性および未硬化樹脂の優れた柔軟性）、低屈折率、高パターニング性、さらには、レーザ
ー加工性（ミラー加工性）に優れた光導波路形成材料となりうる光導波路形成用感光性エ
ポキシ樹脂組成物、光導波路形成用硬化性フィルムおよびそれを用いた光導波路、光・電
気伝送用混載フレキシブルプリント配線板の提供をその目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記の目的を達成するため、本発明は、エポキシ樹脂成分および光カチオン重合開始剤
を含有する光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物であって、上記エポキシ樹脂成分が
、固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂を含有する光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物
を第１の要旨とする。
【００１１】
　また、本発明は、上記第１の要旨である光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物から
得られる光導波路形成用硬化性フィルムを第２の要旨とする。そして、基材と、上記基材
上に形成されたクラッド層と、上記クラッド層中に形成された、所定パターンからなる光
信号伝搬用のコア層とを備えた光導波路であって、上記クラッド層またはコア層が、上記
第１の要旨である光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物からなる硬化体により形成さ
れている光導波路を第３の要旨とする。
【００１２】
　そして、本発明は、上記第３の要旨の光導波路を備える光・電気伝送用混載フレキシブ
ルプリント配線板を第４の要旨とする。
【００１３】
　本発明者は、良好なＲ－ｔｏ－Ｒ適合性（低タック性および未硬化樹脂の優れた柔軟性
）を有し、かつ低屈折率、高パターニング性、さらには、レーザー加工性に優れた感光性
エポキシ樹脂組成物を得るために鋭意検討を重ねた。その結果、上記のように、エポキシ
樹脂成分として固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂を用いることにより、所期の目的が達成
されることを見出し本発明に到達した。
【００１４】
　［１］Ｒ－ｔｏ－Ｒ適合性（低タック性および未硬化樹脂の優れた柔軟性）に関しては
、上記特定のエポキシ樹脂である固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂を用いることにより達
成される。すなわち、一般に樹脂の柔軟性は分子の絡み合いによる強靭性の発現と主鎖の
取りうるコンフォメーションの多様さに起因する。例えば、軟化点の高い固形樹脂はある
一定以上の分子量を有すると高い未硬化物柔軟性を発現する。これは高分子量樹脂として
主鎖の絡み合い（相互作用）が強くなることに起因するものである。しかし、軟化点の高
い固形樹脂を配合すると、その配合組成上、塗工ワニス粘度の上昇に寄与するため、溶剤
成分を過剰に使用する必要が発生し、厚膜塗工に適さなくなるということに加え、パター
ニング性の悪化も懸念される。
【００１５】
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　一方、例えば、軟化点が低いと言われる樹脂材料は主鎖の絡み合いが弱いため主鎖間相
互作用に束縛されず、取りうるコンフォメーションは多様となるため未硬化物の柔軟化が
期待できる。ただし、上記のように、高温領域でもなく低温領域でもない中途半端な温度
領域の軟化点を有する樹脂材料は、上記の両短所が顕著に影響し、柔軟性は悪化する。こ
のため、従来は、軟化点の低い樹脂を主成分とすることで、液状成分の添加をタックの発
生が起こらない最低限度に抑制し、タックレスであり、かつ未硬化物柔軟性の付与を行っ
てきた。しかしながら、上記軟化点の低い樹脂材料をベース樹脂とした、僅かな液状成分
の付与での未硬化物柔軟性の付与設計では、Ｒ－ｔｏ－Ｒプロセス適合性は未だ不充分で
あり、タック性と未硬化物柔軟性のトレードオフにより配合設計上柔軟性付与に限界があ
った。このため、製造工程においてイレギュラーにクラックが発生する問題が発生してい
た。本発明では、設計上、未硬化物柔軟性付与の要であった半脂肪族エポキシ樹脂の性状
を、液状から固形にすることで、より高い次元にて未硬化物柔軟性とタックレスのトレー
ドオフの課題改善を達成している。
【００１６】
　［２］素子実装性に関しては、一般にＲ－ｔｏ－Ｒ適合性付与における高い未硬化物柔
軟性の付与には長鎖二官能半脂肪族エポキシ樹脂の導入が試みられており、その未硬化物
柔軟性の向上は硬化物の柔軟性も向上する。素子実装性においては、その実装方式はフリ
ップチップ実装が一般的であり、その際、硬化物の柔軟性が高いと振動によるエネルギー
が硬化物の柔軟性により逃げてしまい、その結果、素子実装性が低下する。そのため、未
硬化物柔軟性と素子実装性はトレードオフの関係にある。本発明では、素子実装性の保持
を可能とする固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂を導入する、好適にはその配合量を所定量
に設定することにより未硬化樹脂の柔軟性を調整することで、上記トレードオフの両立を
達成した。
【００１７】
　このような検討に加えて、パターニング性およびレーザー加工性に関して、より好適な
態様の検討を行った。その結果、
　［３］パターニング性に関しては、一般に、光硬化性樹脂組成物を用いたフォトリソグ
ラフィーによるパターニング性の充分な付与は、一般的な長鎖二官能エポキシ樹脂の使用
のみでは達成することは困難であり、多官能エポキシ樹脂の導入が必須要件であると考え
られる。本発明では、好適には、上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂とともに、多官能
エポキシ樹脂の調整導入により、より良好なパターニング性の付与を実現している。
【００１８】
　［４］レーザー加工性に関しては、例えば、波長２４８ｎｍのレーザーを用いての微細
加工を可能とするためには、エポキシ樹脂成分として芳香族エポキシ樹脂のみを用いた配
合系とする必要がある。この配合系をクラッド層として用いた場合、コア層との屈折率差
を持たせるため、クラッド層形成材料には一定量の脂肪族エポキシ樹脂の導入が必須とな
る。本発明においては、好適には、良好なレーザー加工性が確保可能となる最低限の脂肪
族エポキシ樹脂の導入によりクラッド層の低屈折率化とレーザー加工性の両立を達成可能
としている。
【発明の効果】
【００１９】
　このように、本発明は、固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂を含有するエポキシ樹脂成分
と、光カチオン重合開始剤を含有する光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物である。
このため、上記光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物を用いて、光導波路のクラッド
層またはコア層を形成した場合、従来の製造工程を変更することなく、優れたＲ－ｔｏ－
Ｒ適合性（低タック性および未硬化樹脂の優れた柔軟性）とともに、低屈折率で、高パタ
ーニング性、さらには、レーザー加工性に優れたクラッド層またはコア層を形成すること
が可能となる。
【００２０】
　上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂の含有量がエポキシ樹脂成分中１０～６０重量％
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【００２１】
　上記エポキシ樹脂成分において、脂肪族エポキシ樹脂以外の芳香族エポキシ樹脂の含有
量が、エポキシ樹脂成分全体の６５重量％以上であると、レーザー加工性のより一層の向
上が図られる。
【００２２】
　上記エポキシ樹脂成分が、上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂とともに、多官能エポ
キシ樹脂、および、上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂以外の二官能エポキシ樹脂を含
有するものであると、一層優れたＲ－ｔｏ－Ｒ適合性（低タック性および未硬化樹脂の優
れた柔軟性）、高パターニング性の付与が可能となり、さらには、レーザー加工性に一層
優れたクラッド層またはコア層を形成することが可能となる。
【００２３】
　上記多官能エポキシ樹脂の含有量がエポキシ樹脂成分全体の４０重量％以上であり、か
つ上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂以外の二官能エポキシ樹脂の含有量がエポキシ樹
脂成分全体の５０重量％以下であると、パターニング性等の諸物性の一層の向上が図られ
る。
【００２４】
　また、光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物がフィルム状であると、光導波路の製
造工程において作業性の向上が図られる。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　つぎに、本発明の実施の形態について詳しく説明する。ただし、本発明は、この実施の
形態に限定されるものではない。
【００２６】
《光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物》
　本発明の光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物（以下、単に「感光性エポキシ樹脂
組成物」という場合がある。）は、特定のエポキシ樹脂成分、および、光カチオン重合開
始剤を用いて得られるものである。なお、本発明において、「液状」、あるいは「固形」
とは、常温（２５±５℃）の温度下において、流動性を示す「液体」状態、または流動性
を示さない「固体」状態を呈することをそれぞれ意味する。また、本発明において、常温
とは上述のとおり、２５±５℃の温度領域を意味する。
　以下、各種成分について順に説明する。
【００２７】
＜特定のエポキシ樹脂成分＞
　上記特定のエポキシ樹脂成分としては、固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂を含有するも
のである。上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂は、常温にて固体状態を呈するものであ
って、いわゆる、官能基を二つ有する、芳香族環を有する脂肪族系エポキシ樹脂である。
【００２８】
　上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂としては、例えば、下記の一般式（１）で表され
る固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂があげられる。
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【化１】

【００２９】
　上記式（１）で表される固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂は、分子鎖の両末端にエポキ
シ基を有し、上記のような特殊な分子鎖構造を有する。
【００３０】
　上記式（１）としては、上述のとおり、Ｒ1～Ｒ4として、それぞれ水素原子、メチル基
、塩素原子または臭素原子である。さらに、Ｘ、Ｙは炭素原子数１～１５のアルキレン基
またはアルキレンオキシ基である。また、繰り返し数ｎは正数であるが、好ましくはその
平均値は１以上である。なお、上限値は、通常１０００である。
【００３１】
　上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂としては、具体的には、三菱化学社製のＹＸ－７
１８０ＢＨ４０等があげられる。
【００３２】
　上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂の含有量は、エポキシ樹脂成分中１０～６０重量
％であることが好ましい。より好ましくは２０～５０重量％であり、特に好ましくは２５
～３５重量％である。すなわち、含有量が多すぎると、乾燥後の塗膜にタック性が発現す
るため量産工程におけるＲ－ｔｏ－Ｒプロセスへの適用が困難となる問題が生じたり、ま
たフィルム状に形成した際の弾性率が低下し（具体的には０．８ＧＰａ未満）、実装性に
劣る傾向がみられる。また、含有量が少なすぎると、未硬化膜（乾燥塗膜）における柔軟
性が低下しフィルム状に形成して光導波路形成用として取扱う際にクラックが発生すると
いった傾向がみられる。
【００３３】
　さらには、本発明においては、エポキシ樹脂成分において、脂肪族エポキシ樹脂以外の
芳香族エポキシ樹脂（上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂を含む）の含有量が、エポキ
シ樹脂成分全体の６５重量％以上であることが好ましく、より好ましくは７０重量％以上
である。上記含有量が少なすぎると、波長２４８ｎｍのレーザー加工性（ミラー加工性）
に劣る傾向がみられる。
【００３４】
　本発明において、エポキシ樹脂成分の構成の好ましい態様として、つぎのような態様が
あげられる。
　すなわち、好ましい態様のエポキシ樹脂成分としては、上記固形半脂肪族二官能エポキ
シ樹脂とともに、多官能エポキシ樹脂、および、上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂以
外の二官能エポキシ樹脂を含有する態様があげられる。エポキシ樹脂成分としてこのよう
な態様をとることにより、前述のように、より一層優れたパターニング性が付与されるこ
ととなる。
【００３５】
　本発明において、上記多官能エポキシ樹脂とは、１分子中のエポキシ基の数が平均で二
つより多いエポキシ樹脂のことである。このような多官能エポキシ樹脂としては、例えば
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、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂（例えば、新日鉄住金化学製のＹＤＣＮシリーズ
等）、２，２－ビス（ヒドロキシメチル）－１－ブタノールの１，２－エポキシ－４－（
２－オキシラニル）シクロヘキサン付加物（例えば、ダイセル化学工業社製のＥＨＰＥ３
１５０）等があげられる。また、三官能固形脂肪族エポキシ樹脂としての１，３，５－ト
リスグリシジルイソシアヌル酸（例えば、日産化学社製のＴＥＰＩＣ－Ｓ）等があげられ
る。さらには、フェノールノボラック型エポキシ樹脂（例えば、新日鉄住金化学製のＹＤ
ＰＮシリーズ等）、特殊なノボラック型エポキシ樹脂（例えば、三菱化学社製　１５７Ｓ
７０等）等があげられる。これらは単独でもしくは２種以上併せて用いることができる。
【００３６】
　上記多官能エポキシ樹脂の含有量は、エポキシ樹脂成分全体の４０重量％以上であるこ
とが好ましく、より好ましくは５０～７０重量％である。多官能エポキシ樹脂の含有量が
少なすぎると、パターニング性が悪化する傾向がみられる。
【００３７】
　上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂以外の二官能エポキシ樹脂は、１分子中のエポキ
シ基の数が二つである二官能型のエポキシ樹脂のことである。このような二官能エポキシ
樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、フルオレン型エポキシ樹脂、
水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（例えば、三菱化学社製のＹＸ－８０４０）等があ
げられる。これらは単独でもしくは２種以上併せて用いることができる。上記ビスフェノ
ールＡ型エポキシ樹脂としては、具体的には、ｊＥＲ１００１、ｊＥＲ１００２、ｊＥＲ
１００３、ｊＥＲ１００７（いずれも三菱化学社製）、ジャパンエポキシレジン社製のエ
ピコート１００６ＦＳ等があげられる。
【００３８】
　上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂以外の二官能エポキシ樹脂の含有量は、エポキシ
樹脂成分全体の５０重量％以下であることが好ましく、より好ましくは４０重量％以下で
ある。固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂以外の二官能エポキシ樹脂の含有量が多すぎると
、諸物性の良好なバランスが崩れ、所望の効果を得ることが困難となる傾向がみられる。
【００３９】
　本発明では、エポキシ樹脂成分として固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂を用いることを
特徴とするものである。そして、エポキシ樹脂成分としては、具体的には、固形半脂肪族
二官能エポキシ樹脂とともに、固形の芳香族多官能エポキシ樹脂、脂肪族多官能エポキシ
樹脂、芳香族二官能エポキシ樹脂、脂肪族二官能エポキシ樹脂を用いることが特に好適で
ある。
【００４０】
＜光カチオン重合開始剤＞
　本発明において用いられる光カチオン重合開始剤（光酸発生剤）は、感光性エポキシ樹
脂組成物に対して光照射による硬化性を付与するため、例えば、紫外線照射による硬化性
を付与するために用いられるものである。
【００４１】
　上記光カチオン重合開始剤としては、例えば、トリフェニルスルホニウムヘキサフルオ
ロアンチモネート、トリフェニルスルホニウムヘキサフルオロホスフェート、ｐ－（フェ
ニルチオ）フェニルジフェニルスルホニウムヘキサフルオロアンチモネート、ｐ－（フェ
ニルチオ）フェニルジフェニルスルホニウムヘキサフルオロホスフェート、４－クロルフ
ェニルジフェニルスルホニウムヘキサフルオロホスフェート、４－クロルフェニルジフェ
ニルスルホニウムヘキサフルオロアンチモネート、ビス［４－（ジフェニルスルフォニオ
）フェニル］スルフィドビスヘキサフルオロホスフェート、ビス［４－（ジフェニルスル
フォニオ）フェニル］スルフィドビスヘキサフルオロアンチモネート、（２，４－シクロ
ペンタジエン－１－イル）［（１－メチルエチル）ベンゼン］－Ｆｅ－ヘキサフルオロホ
スフェート、ジフェニルヨードニウムヘキサフルオロアンチモネート等が用いられる。こ
れらは単独でもしくは二種以上併せて用いられる。
【００４２】
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　さらに、光カチオン重合開始剤の具体例として、トリフェニルスルホニウム塩系ヘキサ
フルオロアンチモネートタイプのＳＰ－１７０（ＡＤＥＫＡ社製）、ＣＰＩ－１０１Ａ（
サンアプロ社製）、ＷＰＡＧ－１０５６（和光純薬工業社製）、ジフェニルヨードニウム
塩系ヘキサフルオロアンチモネートタイプのＷＰＩ－１１６（和光純薬工業社製）等があ
げられる。
【００４３】
　上記光カチオン重合開始剤の含有量は、感光性エポキシ樹脂組成物のエポキシ樹脂成分
１００重量部に対して０．１～３重量部に設定することが好ましく、より好ましくは０．
２５～２重量部である。すなわち、光カチオン重合開始剤の含有量が少なすぎると、満足
のいく光照射（紫外線照射）による光硬化性が得られ難く、多すぎると、光感度が上がり
、パターニングに際して形状異常をきたす傾向がみられたり、初期損失の要求物性が悪化
する傾向がみられる。
【００４４】
　本発明の感光性エポキシ樹脂組成物には、上記特定のエポキシ樹脂成分および光カチオ
ン重合開始剤以外に、必要に応じて、例えば、接着性を高めるためにシラン系あるいはチ
タン系のカップリング剤、オレフィン系オリゴマーやノルボルネン系ポリマー等のシクロ
オレフィン系オリゴマーやポリマー、合成ゴム、シリコーン化合物等の密着付与剤、ヒン
ダードフェノール系酸化防止剤やリン系酸化防止剤等の各種酸化防止剤、レベリング剤、
消泡剤等を配合することができる。これら添加剤は、本発明における効果を阻害しない範
囲内にて適宜に配合される。これらは単独でまたは二種類以上併用して用いることができ
る。
【００４５】
　上記酸化防止剤の配合量は、エポキシ樹脂成分１００重量部に対して３重量部未満に設
定することが好ましく、特に好ましくは１重量部以下である。すなわち、酸化防止剤の含
有量が多すぎると、初期光損失に対する要求物性が悪化する傾向がみられる。
【００４６】
　本発明の感光性エポキシ樹脂組成物は、上記特定のエポキシ樹脂成分および光カチオン
重合開始剤、さらには必要に応じて他の添加剤を、所定の配合割合にして撹拌混合するこ
とにより調製することができる。さらに、本発明の感光性エポキシ樹脂組成物を塗工用ワ
ニスとして調製するために、加熱下（例えば、６０～１２０℃程度）、有機溶剤に撹拌溶
解させてもよい。上記有機溶剤の使用量は、適宜調整されるものであるが、例えば、感光
性エポキシ樹脂組成物のエポキシ樹脂成分１００重量部に対して８０～３０重量部に設定
することが好ましく、特に好ましくは７０～４０重量部である。すなわち、有機溶剤の使
用量が少なすぎると、塗工用ワニスとして調製した際に高粘度となり塗工性が低下する傾
向がみられ、有機溶剤の使用量が多すぎると、塗工用ワニスを用いて厚膜に塗工形成する
ことが困難となる傾向がみられる。
【００４７】
　上記塗工用ワニスを調製する際に用いられる有機溶剤としては、例えば、乳酸エチル、
メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、２－ブタノン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
、ジグライム、ジエチレングリコールメチルエチルエーテル、プロピレングリコールメチ
ルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテル、テトラメチルフラン、ジメト
キシエタン等があげられる。これら有機溶剤は、単独でまたは二種類以上併用し、塗工に
好適な粘度となるように、例えば、上記範囲内において所定量用いられる。
【００４８】
《光導波路》
　つぎに、本発明の感光性エポキシ樹脂組成物の用途の一例として、クラッド層形成材料
として用いた場合について説明する。
【００４９】
　本発明の光導波路は、例えば、基材と、その基材上に、所定パターンで形成されたクラ
ッド層（アンダークラッド層）と、上記クラッド層上に、光信号を伝搬する、所定パター
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ンで形成されたコア層と、さらに、上記コア層上に形成されたクラッド層（オーバークラ
ッド層）とを備えた構成である。そして、本発明の光導波路では、上記クラッド層が、前
述の感光性エポキシ樹脂組成物によって形成される。なお、本発明の光導波路において、
上記クラッド層は、コア層よりも屈折率が小さくなるよう形成する必要がある。
【００５０】
　本発明において、光導波路は、例えば、つぎのような工程を経由することにより製造す
ることができる。まず、基材を準備する。つぎに、本発明の感光性エポキシ樹脂組成物を
、必要に応じて有機溶剤に溶解させてクラッド層形成材料（感光性ワニス）調整し、上記
基材上にクラッド層形成材料を塗工する。上記クラッド層形成材料（感光性ワニス）を塗
工した後、有機溶剤を加熱乾燥して除去することにより未硬化の感光性エポキシ樹脂組成
物（フィルム状）が形成されることとなる。このワニス塗工面に対して紫外線等の光照射
を行ない、さらに必要に応じて加熱処理を行なうことにより感光性ワニスを硬化させる。
このようにしてアンダークラッド層（クラッド層の下方部分）を形成する。
【００５１】
　ついで、上記アンダークラッド層上に、コア層形成材料（感光性ワニス）を塗工するこ
とによりコア層形成用の未硬化層を形成する。このとき、上記と同様、上記コア層形成材
料（感光性ワニス）を塗工した後、有機溶剤を加熱乾燥して除去することにより未硬化の
感光性フィルムとなるフィルム形状に形成してもよい。そして、このコア層形成用未硬化
層面上に、所定パターン（光導波路パターン）を露光させるためのフォトマスクを配設し
、このフォトマスクを介して紫外線等の光照射を行ない、さらに必要に応じて加熱処理を
行なう。その後、上記コア層形成用未硬化層の未露光部分（未硬化部分）を、現像液を用
いて溶解除去することにより、所定パターンのコア層を形成する。
【００５２】
　つぎに、上記コア層上に、本発明の感光性エポキシ樹脂組成物を有機溶剤に溶解させて
なるクラッド層形成材料（感光性ワニス）を塗工した後、紫外線照射等の光照射を行ない
、さらに必要に応じて加熱処理を行なうことにより、オーバークラッド層（クラッド層の
上方部分）を形成する。このような工程を経由することにより、目的とする光導波路を製
造することができる。そして、光導波路を、例えば、光・電気伝送用混載（光電混載）基
板のような光路変換を伴う製品に使用する場合、基板上の光導波路におけるクラッド層表
面を、波長２４８ｎｍのレーザーを用いて４５°ミラー加工が施される。
【００５３】
　上記基材材料としては、例えば、シリコンウエハ、金属製基板、高分子フィルム、ガラ
ス基板等があげられる。そして、上記金属製基板としては、ＳＵＳ等のステンレス板等が
あげられる。また、上記高分子フィルムとしては、具体的には、ポリエチレンテレフタレ
ート（ＰＥＴ）フィルム、ポリエチレンナフタレートフィルム、ポリイミドフィルム等が
あげられる。そして、その厚みは、通常、１０μｍ～３ｍｍの範囲内に設定される。
【００５４】
　上記光照射では、具体的には紫外線照射が行なわれる。上記紫外線照射での紫外線の光
源としては、例えば、低圧水銀灯，高圧水銀灯，超高圧水銀灯等があげられる。また、紫
外線の照射量は、通常、１０～２００００ｍＪ／ｃｍ2、好ましくは１００～１５０００
ｍＪ／ｃｍ2、より好ましくは５００～１００００ｍＪ／ｃｍ2程度があげられる。
【００５５】
　さらに、上記紫外線照射等の光照射による露光後、光反応による硬化を完結させるため
に加熱処理を施してもよい。また、上記加熱処理条件としては、通常、８０～２５０℃、
好ましくは、１００～１５０℃にて、１０秒～２時間、好ましくは、５分～１時間の範囲
内で行なわれる。
【００５６】
　また、上記コア層形成材料としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビス
フェノールＦ型エポキシ樹脂、水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、フッ素化エポキシ
樹脂、エポキシ変性シリコーン樹脂等の各種液状エポキシ樹脂、固形多官能脂肪族エポキ
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シ樹脂等の各種固形エポキシ樹脂、さらには、前述の各種光酸発生剤を適宜含有するエポ
キシ樹脂組成物があげられ、上記クラッド層形成材料と比較して、高屈折率となるように
配合設計が行われる。さらに、必要に応じてコア層形成材料をワニスとして調製し塗工す
るため、塗工に好適な粘度が得られるように従来公知の各種有機溶剤、また、上記クラッ
ド層形成材料を用いた光導波路としての機能を低下させない程度の各種添加剤（酸化防止
剤、密着付与剤、レベリング剤、ＵＶ吸収剤）を適量用いてもよい。
【００５７】
　上記ワニス調製用に用いられる有機溶剤としては、前述と同様、例えば、乳酸エチル、
メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、２－ブタノン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド
、ジグライム、ジエチレングリコールメチルエチルエーテル、プロピレングリコールメチ
ルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテル、テトラメチルフラン、ジメト
キシエタン等があげられる。これら有機溶剤は、単独でまたは二種類以上併用して、塗布
に好適な粘度が得られるように、適量用いられる。
【００５８】
　なお、上記基材上における、各層の形成材料を用いての塗工方法としては、例えば、ス
ピンコーター、コーター、円コーター、バーコーター等の塗工による方法や、スクリーン
印刷、スペーサを用いてギャップを形成し、そのなかに毛細管現象により注入する方法、
マルチコーター等の塗工機によりＲ－ｔｏ－Ｒで連続的に塗工する方法等を用いることが
できる。また、上記光導波路は、上記基材を剥離除去することにより、フィルム状光導波
路とすることも可能である。
【００５９】
《ミラー加工》
　上記ミラーの加工方法としては、例えば、レーザー加工法、ダイシング法、インプリン
ト等の公知の方法があげられる。中でも、レーザー加工法が好ましく用いられる。レーザ
ー光源は、発振するレーザーの波長に応じて適宜選択されるが、エキシマレーザー、ＣＯ

2レーザー、Ｈｅ－Ｎｅレーザーのような各種気体レーザー等があげられる。そして、レ
ーザー光源としては、その中でもＡｒＦおよびＫｒＦ等、およびＦ2等のエキシマレーザ
ーを好ましく用いることができる。
【００６０】
　上記レーザーの照射エネルギーは、光導波路材料に応じて異なり適宜設定されるが、効
率よく樹脂成分を除去するためには、１００～１０００ｍＪ／ｃｍ2の範囲が好ましく、
２００～６００ｍＪ／ｃｍ2の範囲が特に好ましい。レーザーの照射周波数は、ミラー加
工生産性を良くするために、１０～２５０Ｈｚの範囲が好ましく、特に５０～２００Ｈｚ
の範囲が好ましい。レーザー照射の対象物を動かす速度は、光導波路材料や目的とするミ
ラー面の角度等の設計に応じて、適宜設定される。また、レーザー波長は、光導波路材料
に応じて適宜設定されるが、例えば１５０～３００ｎｍ程度とされる。
【００６１】
　このようにして得られた光導波路は、例えば、光・電気伝送用混載フレキシブルプリン
ト配線板用の光導波路として用いることができる。
【実施例】
【００６２】
　つぎに、本発明を実施例に基づいて説明する。ただし、本発明は、これら実施例に限定
されるものではない。なお、例中、「部」とあるのは、断りのない限り重量基準を意味す
る。
【００６３】
　まず、光導波路の作製に先立ち、クラッド層形成材料およびコア層形成材料である各感
光性ワニスを調製するため、下記成分を準備した。
【００６４】
〔固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂〕
　ＹＸ－７１８０ＢＨ４０、三菱化学社製（前記一般式（１）で表される半脂肪族二官能
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エポキシ樹脂：固形樹脂成分４０重量％の溶液（シクロヘキサノン／メチルエチルケトン
＝１／１の重量混合比からなる混合溶媒））
【００６５】
〔液状半脂肪族エポキシ樹脂〕
　エピクロンＥＸＡ－４８１６、ＤＩＣ社製
【００６６】
〔固形多官能エポキシ樹脂〕
　ＹＤＣＮ－７００－３（新日鉄住金化学社製）：クレゾールノボラック型エポキシ樹脂
　ＥＨＰＥ３１５０（ダイセル社製）：２，２－ビス（ヒドロキシメチル）－１－ブタノ
ールの１，２－エポキシ－４－（２－オキシラニル）シクロヘキサン付加物（固形）
【００６７】
〔固形二官能エポキシ樹脂〕
　ｊＥＲ－１００２(三菱化学社製)：固形ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂
　オグソールＰＧ－１００(大阪ガスケミカル社製)：フルオレン型エポキシ樹脂
【００６８】
〔光酸発生剤〕
　ＣＰＩ－１０１Ａ（サンアプロ社製）：ヘキサフルオロアンチモン系スルホニウム塩
【００６９】
〔酸化防止剤〕
　Ｓｏｎｇｎｏｘ１０１０（共同薬品社製）：ヒンダードフェノール系酸化防止剤
　ＨＣＡ（三光社製）：リン酸エステル系酸化防止剤
【００７０】
〔実施例１～１１、比較例１，２、参考例１〕
＜クラッド層形成材料・コア層形成材料の調製＞
　遮光条件下、下記の表１および表２に示す各配合成分を同表に示す割合に従って配合し
、１１０℃にて完溶した。なお、固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂（ＹＸ－７１８０ＢＨ
４０）の配合部数については含有する固形樹脂分の重量部数にて表記した。また、完溶に
必要な溶剤は、基本的には固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂（ＹＸ７１８０ＢＨ４０）中
に６０重量％の割合で含まれるシクロヘキサノン／メチルエチルケトン＝１／１（混合重
量比）で充分であるが、固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂（ＹＸ７１８０ＢＨ４０）の配
合量が少ない実施例４～１１の場合、および、固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂（ＹＸ７
１８０ＢＨ４０）を用いていない比較例１，２、ならびに参考例１（コア層形成材料）の
場合は、シクロヘキサノンを適宜使用し粘度調整を行った（有機溶剤であるシクロヘキサ
ノンの使用量は下記の表１および表２に記載）。
【００７１】
　その後、室温（２５℃）まで冷却し、直径１．０μｍのメンブランフィルタを用いて加
熱加圧濾過を行うことにより、感光性ワニス（クラッド層形成材料）を作製した。なお、
下記の表１および表２中、実施例１～１１および比較例１，２はクラッド層形成用に屈折
率を調整し、参考例１はコア層形成用に屈折率を調整した。
【００７２】
　このようにして、ＦＰＣ基材の裏面上に、所定パターンのアンダークラッド層が形成さ
れ、このアンダークラッド層上に所定パターンのコア層が形成され、さらにこのコア層上
にオーバークラッド層が形成された光導波路（光導波路総厚み７５μｍ）を作製した。
【００７３】
　このようにして得られた各クラッド層形成材料である感光性ワニスを用いて、硬化物（
クラッド層）の屈折率、Ｒ－ｔｏ－Ｒ適合性（タック性、未硬化物柔軟性）、弾性率を下
記に示す方法に従って測定・評価した。これらの結果を下記の表１～表２に併せて示す。
【００７４】
［屈折率］
　厚み０．８ｍｍのシリコンウエハ上に、得られたクラッド層形成材料（感光性ワニス）
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をスピンコーターにて塗工した後、１３０℃×１０分間の加熱乾燥を行なった。ついで、
混線（超高圧水銀ランプ使用、バンドパスフィルタなし）にて３６５ｎｍ照度を基準に、
５０００ｍＪ／ｃｍ2にて、厚み５ｍｍのガラスマスク（パターンなし）を介して露光を
行なった。その後、１４０℃×１０分間の後加熱を行なうことにより屈折率評価用サンプ
ル（厚み：１０μｍ）を作製した。作製したサンプルを用いて、ＳＡＩＲＯＮ　ＴＥＣＨ
ＮＯＬＯＧＹ社製プリズムカップラー（ＳＰＡ－４０００型番）により、波長８５０ｎｍ
における屈折率を確認した。
【００７５】
［Ｒ－ｔｏ－Ｒ適合性］
　上記実施例および比較例において調製したクラッド層形成材料となる感光性ワニスを用
いて、下記の測定・評価を行なった。
【００７６】
（１）タック性
　シリコンウエハ上にクラッド層形成材料（感光性ワニス）を塗工した後、これをホット
プレート上にて１３０℃×５分間のプリベーク（加熱乾燥）を行なうことにより、厚み約
８０μｍとなる塗工膜を作製した。上記塗工膜の表面を所定の時間指触した後、指を離し
た際の表面状態からタック発生の有無を確認した。その結果を下記の基準に従い評価した
。
【００７７】
○：１０秒間指触後に接触痕の発生がなかった。
△：瞬間的(１秒以内)な指触後に接触痕の発生がなかった。
×：瞬間的な指触においても接触痕が発生した。
【００７８】
（２）未硬化物（未硬化フィルム）柔軟性
　ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）基材上に、加熱乾燥（１３０℃×５分間）後厚
み約８０μｍの塗膜が形成されるようにクラッド層形成材料（感光性ワニス）を塗工し、
未硬化フィルム（アモルファスフィルム）を作製した。つぎに、ＰＥＴ基材上のアモルフ
ァスフィルムを曲率半径４ｃｍおよび２ｃｍの各巻き芯に沿って巻回した後、巻回後のア
モルファスフィルムに発生したクラックの有無を確認した。その結果を下記の基準に従い
評価した。
【００７９】
○：未硬化フィルムを曲率半径２ｃｍの巻き芯に巻き付けたが、クラックは発生しなかっ
た。
△：未硬化フィルムを曲率半径４ｃｍの巻き芯に巻き付けたが、クラックが発生しなかっ
た。つぎに、未硬化フィルムを曲率半径２ｃｍの巻き芯に巻き付けた結果、クラックが発
生した。
×：未硬化フィルムを曲率半径４ｃｍの巻き芯に巻き付けた結果、クラックが発生した。
【００８０】
［弾性率］
　上記屈折率評価と同様の手法にて、厚み８０μｍの単層フィルムを作製した。つぎに、
上記単層フィルムから規定のサイズ（大きさ：４ｃｍ×０．５ｃｍ）を切り出し、測定用
サンプルを得た。上記測定用サンプルに対して、ミネベア社製の引っ張り圧縮試験機ＴＧ
－１ｋＮを用いて、引っ張り評価を行なうことにより弾性率を測定した。測定条件として
は、引っ張り速度：５ｍｍ／ｍｉｎ、チャック間距離：２０ｍｍで評価した。その結果、
下記の基準に基づき評価した。
○：弾性率が１．０ＧＰａ以上。
△：弾性率が０．８ＧＰａ以上、１．０ＧＰａ未満。
×：０．８ＧＰａ未満。
【００８１】
《光導波路の作製》
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＜アンダークラッド層の作製＞
　総厚２２μｍのフレキシブルプリント回路（ＦＰＣ）基材の裏面上に、スピンコーター
を用いて上記クラッド層形成材料である感光性ワニスを塗工した後、ホットプレート上に
て有機溶剤の乾燥（１３０℃×１０分間）を行なった。ついで、ＵＶ照射機〔５０００ｍ
Ｊ／ｃｍ2（波長３６５ｎｍ照度基準、混線）〕によりマスクパターン露光を行ない、さ
らに後加熱（１４０℃×１０分間）を行なった。ついで、γ－ブチロラクトン中にて現像
（室温２５℃下、３分間）して、水洗した後、ホットプレート上で水分を乾燥（１２０℃
×５分間）させることにより、アンダークラッド層（厚み：１５μｍ）を作製した。
【００８２】
＜コア層の作製＞
　上記のようにして形成されたアンダークラッド層上に、スピンコーターを用いて、コア
層形成材料（参考例１）である感光性ワニスを塗工した後、ホットプレート上にて有機溶
剤を乾燥させる（１３０℃×５分間）ことにより、未硬化フィルム状態の未硬化層を形成
した。形成された未硬化層に対して、ＵＶ照射機〔超高圧水銀ランプ、全光線（バンドパ
スフィルタ無し）〕にて８０００ｍＪ／ｃｍ2（波長３６５ｎｍ積算）のガラスマスクパ
ターン露光〔パターン幅／パターン間隔（Ｌ／Ｓ）＝５０μｍ／２００μｍ〕を行ない、
後加熱（１４０℃×１０分間）を行なった。その後、γ－ブチロラチクトン中にて現像（
室温２５℃下、３分間）した後、水洗し、ホットプレート上にて水分を乾燥（１２０℃×
５分間）させることにより、所定パターンのコア層（厚み５０μｍ）を作製した。
【００８３】
＜オーバークラッド層の作製＞
　上記のようにして形成されたコア層上に、スピンコーターを用いて、クラッド層形成材
料である感光性ワニスを塗工した後、ホットプレート上にて有機溶剤の乾燥（１３０℃×
１０分間）を行なった。その後、５０００ｍＪ／ｃｍ2（Ｉ線フィルタ）の露光、１４０
℃×１０分間の露光後加熱処理（ＰＥＢ処理）を行った。さらに、γ－ブチロラチクトン
中にて現像（室温２５℃下、３分間）した後、水洗し、ホットプレート上にて水分を乾燥
（１２０℃×１０分間）させることにより、オーバークラッド層（コア層上のオーバーク
ラッド層厚み１０μｍ、光導波路総厚み７５μｍ）を作製した。
【００８４】
　このようにして得られた各光導波路を用いて、各層のパターニング性、ミラー加工性（
波長２４８ｎｍレーザー加工性）、総合評価に関して下記に示す方法に従って測定・評価
した。これらの結果を下記の表１～表２に併せて示す。
【００８５】
［パターニング性］
　上記各層の作製条件にて得られたパターン形状の外観を顕微鏡にて観察した。その結果
、下記の基準に基づき評価した。
○：矩形状で作製されていた。
△：パターン上部に丸みが確認されたが、機能上問題のないものであった。
×：形状異常であり、機能上問題が発生するものであった。
【００８６】
［ミラー加工性（波長２４８ｎｍレーザー加工性）］
　作製した光導波路を用い、オーバークラッド層表面を、エキシマレーザーを用いて一定
の加工条件（条件：レーザー加工装置Ｍ－８０００（ＥＸＩＴＥＣＨ社製）を使用エネル
ギー密度：３００ｍＪ／ｃｍ2、周波数：１００Ｈｚ、走査速度０．０８ｍｍ／ｓｅｃ）
にて処理することにより、４５°ミラー加工面を作製した。その後、レーザー加工により
４５°ミラー加工面が作製されてなる光導波路を用い、波長８５０ｎｍにおけるＶＣＳＥ
Ｌ光源ＯＰ２５０（三喜社製）から発振された光をマルチモードファイバー〔三喜社製、
ＦＦＰ－Ｇ１２０－０５００（直径５０μｍＭＭＦ、ＮＡ＝０．２）〕にて集光し、上記
サンプルとなる光導波路に入射した。そして、サンプルから出射された光をレンズ〔清和
光学製作所社製、ＦＨ１４－１１（倍率２０、ＮＡ＝０．４）〕で集光し、光計測システ
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ム（アドバンテスト社製，オプティカルマルチパワーメーターＱ８２２１）にて６チャン
ネルを評価した。その結果、下記の基準に基づき評価した。
○：作製した４５°ミラーの光損失が１．０ｄＢ以下であった。
△：作製した４５°ミラーの光損失が１．０ｄＢを超え１．５ｄＢ以下であった。
×：作製した４５°ミラーの光損失が１．５ｄＢを超えるものであった。
【００８７】
［総合評価］
　上記各評価結果を基に、下記の基準に従い総合的に評価した。
○：すべての評価項目において○の評価であった。
△：評価項目中、×の評価項目は無いが、△の評価項目が１つ以上あった。
×：評価項目中１つ以上×の項目があった。
【００８８】
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【表１】

【００８９】
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【表２】

【００９０】
　上記結果から、エポキシ樹脂成分として特定のエポキシ樹脂である固形半脂肪族二官能
エポキシ樹脂を含有する感光性エポキシ樹脂組成物を用いてなる実施例は、低屈折率であ
ることはもちろん、Ｒ－ｔｏ－Ｒ適合性、弾性率の測定、パターニング性およびミラー加
工性に関して、いずれも良好な結果が得られた。なかでも、エポキシ樹脂成分において、
脂肪族エポキシ樹脂以外の芳香族エポキシ樹脂の含有量が、エポキシ樹脂成分全体の６５
重量％以上であるとともに、上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂とともに、多官能エポ
キシ樹脂、および、上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂以外の二官能エポキシ樹脂を含
有し、かつ上記多官能エポキシ樹脂の含有量がエポキシ樹脂成分全体の４０重量％以上で
あり、かつ上記固形半脂肪族二官能エポキシ樹脂以外の二官能エポキシ樹脂の含有量がエ
ポキシ樹脂成分全体の５０重量％以下である実施例４～８は、全ての評価項目において良
好な結果が得られており、特に優れたものであるといえる。
【００９１】
　これに対して、エポキシ樹脂成分として特定のエポキシ樹脂成分である固形半脂肪族二
官能エポキシ樹脂を用いない比較例１，２に関しては、評価項目において少なくとも１つ
に×の項目があり、特性評価に劣る結果となった。
【産業上の利用可能性】
【００９２】
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　本発明の光導波路形成用感光性エポキシ樹脂組成物は、光導波路を構成するクラッド層
またはコア層の形成材料として有用である。そして、上記光導波路形成用感光性エポキシ
樹脂組成物をクラッド層形成材料またはコア層形成材料として用いて作製される光導波路
は、例えば、光・電気伝送用混載フレキシブルプリント配線板等に用いられる。
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